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●連載　労働 スクランブル○249（労働評論家・飯田
康夫） ─ 40●労務資料　コア人材としての女性社
員育成に関する調査結果 ─ 42● わたしの監督
雑感　福岡労働局・雇用環境・均等部指導課長
河野智章 ─ 54●編集室─ 56

──────────── 35●企業税務講座

雇用促進税制には拡充と見直しが
第65回　地方拠点強化税制②

（弁護士・橋森正樹）

（厚労省・「同一労働同一賃金」の実現で検討
会）まずは不当な賃金差例示した指針策定へ
／（27年度・能力開発基本調査結果）自己啓
発行った者の割合が３年連続で減少／（26年
度の派遣事業の状況）派遣労働者数は前年度
比4.6％増の約263万人に／ほか
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労務相談室
〔退職予定者に退職金を退職１月前に支給〕退職所得になるか ──── 48
〔高額所得者の健康保険の保険料〕４月からの変更点は ─────── 50
〔賞与支給月の変更で支給日に在籍できなくなる者〕賞与の支給は ── 52

税 務

社 会 保 険

賃 金 関 係

弁護士・加島幸法

特定社労士・飯野正明

弁護士・荻谷聡史

回答者

＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!

職務発明制度に関する特許法改正
《企業における実務対応》

────── 6集中連載

今年４月１日施行の「特許法等の一部を改正する法律」第35条第６項で定められた「指針」（職務発明ガイドライン）は、
「相当の利益」の算定に関して、①協議、②基準の開示、③意見の聴取――という手続の適正なあり方について明示し
ている。野中武氏によれば、「『相当の利益』の算定に関して、同指針に従って、協議・開示・意見の聴取という各手続
が適正に行われれば、基本的には『不合理』と判断されないことになり、使用者は、当該基準により算定された「相当
の利益」を付与することによって免責されることになる」という。

第３回（最終回）　職務発明ガイドラインと改正法の適用基準

適正に協議・開示・意見聴取の手続を
行えば基本的に不合理とされない

（弁護士・弁理士　野中武（野中法律事務所））

─── 17
●トピック／国家戦略特区における
　　　　　　障害者雇用の特例制度

（編集部）

特区においてLLPと組合員全体で
実雇用率を算定可能とする法案が提出
特区におけるLLPを活用した障害者雇用率算定の特例
を定める国家戦略特区法改正案が国会に提出された。
改正法が成立すれば、特区で設立されたLLPについて
は、障害者雇用促進法において実雇用率算定の特例
が認められている事業協同組合等とみなされる。

──────── 22

労災保険審査官の決定あれば再審査
請求を経ずに取消訴訟の提起が可能
（弁護士・森井利和＆特定社会保険労務士・森井博子）

〈第21回〉改正行政不服審査法をめぐる問題

●弁護士＆元監督官がズバリ解決！
　～労働問題の「今」～

最近の労働時間法制の実務の把握に最適な一冊

テックジャパン事件最高裁判決以降、定額残業制の
裁判例が混迷を深めるなか、定額残業制の裁判例を
詳細に分析し、「残業代のダブルパンチ」に遭わな
いための定額残業制の適切な運用実務を紹介。その
他、裁量労働制、管理監督者など労働時間法制に関
する重要な点について、裁判例を交えて解説。

編集代表：峰 隆之
体裁：A5判／336頁
定価：本体2,800円+税

★お近くの書店、または下記フリーFAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください
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